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研究成果の概要（和文）： 男性社員の育児休業取得者は少なく年に0～１名が圧倒的で，育児休業を取得することは至
難である。育児休業期間は，多くの会社が3～5日間と短く，2週間までの企業が約半数を占めた。短期間ではあるが，
育児休業を取得した男性社員には仕事の進め方や仕事観等に変化があり，効果があることが分かった。また，育児休業
取得を促進させるためには，周囲の理解，環境づくり，休業中の収入の確保等を改善する必要が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study examined adoption and impacts of work-life-balance of male worker in th
e workplace. Results from a sample of 30 Japanese firms suggest that work-life-balance practices have stat
istically significant positive impact on male worker attitudinal outcomes. An Empirical study of work-life
-balance found the importance of active participation in career and home that would be able to an adequate
 balance of  both.To promote work-life-balance of male worker in the workplace is to support of the cowork
er,to accept the childcare leave and to increase the income in the childcare leave.
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1）次世代育成支援法が2005年に施行され，
多くの企業でその行動計画に男性社員の育
児休業者を掲げ，実行しているはずでる。し
かし，男性の育児休業取得者はまだまだ少な
く，取得期間も短いのが現状である。全体に
占める 6か月以上の育児休業取得者は，女性
が 75.7％なのに対し，男性は 1.3％である
（「平成 20 年度雇用均等調査」）。また，育児
休業給付受給者数の男女の比率は，女性が
99.1％に対し，男性は 0.9％（「平成 19 年度
雇用保険事業年報」）で男性の育児休業期間
は，20 日未満が圧倒的であった。 
(2)このような状況の中で，次世代育成支援
法に基づき，その行動計画が基準に適合した
一般事業主認定企業は約 1,700 社ある。しか
し，この中には育児休業を取得した男性社員
が一人もいなくても認定される企業が含ま
れている。つまり，従業員数が 300 人以下の
企業の場合がそれである。そこで従業員数
301 人以上の一般事業主認定企業の男性社員
の育児休業取得が企業の経営や人的資源管
理に及ぼす影響の長短を解明し，男性社員の
ワーク・ライフ・バランスを実現し，効果あ
る施策とする方策を明らかにすることであ
る。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究では， 
①育児休業を取得した男性社員が，どのよう
な新しい生き方の可能性を求めて育児休
業取得の意思決定をしたのか 

②子育てに集中した期間にどのような人間
的な成長があったのか，その経験が職場復
帰した時に，仕事に活かすことができてい
るのか 

③育児休業や育児短時間勤務を取っている
女性社員に対する考え方，対応の仕方に変
化があったのか 

④職場に復帰し時間に制約のある働き方を
選択した場合，新しい仕事の進め方などが
見出されたのか     

⑤育児休業を取得するための企業内での支
援制度，職場復帰のための支援制度にはど
のようなものがあるのか 

⑥育児休業期間は彼らのキャリア形成にど
のように影響しているのか，否か。そして
彼らを企業はどのように戦力化しようと
しているのか 

を実証的に調査，分析し，男性が育児休業を
積極的に取得するための方策や制度，指針を
提言することを研究の目的とする。 
(2)従来の年功制度の下で描かれた労働者モ
デルである「長期勤続を前提とし，所属組織
への忠誠心を持った男性基幹労働者」という
働き方から離脱することは新しい働き方の
追求であり，それは新たな管理モデルの必要
性をうかがわせるものであるから，仕事時間
が少なくなる中で組織として同様の成果を
あげ続けるためには，ヒトが抜ける中でも同

じ結果を残せるだけの仕事の進め方を考え
出さなければいけない。従って，育児休業を
取得した男性社員のみならず，女性社員をも
含めた，ワーク・ライフ・バランスを考慮に
入れた新たな雇用管理モデルはどのような
ものであるべきかを提案することも研究の
目的である。 
 
３．研究の方法 
(1)内外の代表的な次世代支援，ワーク・ラ
イフ・バランス，男女共同参画等に関連する
学術文献・資料を中心に収集にあたり，基礎
文献研究を通し，先行研究のモデル，理論を
学び，問題点の所在を明らかにし，仮説の設
定を行う。 
(2)企業の人事担当者へのアンケート調査 
調査方法として，厚生労働省のホームペー

ジに掲載されている，次世代育成支援法に基
づき，その行動計画が基準に適合した一般事
業主認定企業約 1,700 社の内，従業員数 301
人以上の企業から地域性や業種を考慮しな
がら，600 社を選び人事担当者にアンケート
調査を行った。従業員数300人以下の企業は，
育児休業を取得した男性社員がいなくても，
一般事業主認定企業に認定されるので除外
をした。有効回答数は 30 で回収率は 5％であ
った。 
 
４．研究成果 
(1)育児休業期間 
アンケート調査に回答した企業の 30 社中

16 社が 1 年，保育園の入所待機の場合は 1
年 6か月と，法定の育児休業を規定していた。
次に多かったのが 3歳，または 3歳の 3月 31
日までが 9社で，最も長かったのは小学 1年
生の夏休み終了までという会社が1社であっ
た。 
(2)男性の育児休業取得者数 
2010 年から 2012 年までの 3 年間の実数と

累計数を尋ねたところ，30社中 14 社が 10 人
未満で，取得者数は年間で 0人か 1人であっ
た。そのような中で関西地方のメーカーA 社
は，女性社員の育児休業者数が毎年 2桁であ
るが，男性社員の育児休業取得者数は毎年 3
桁で，累計 689 名であった。次に多かったの
が，関西地方の流通業 B社で男性社員の育児
休業取得者は 3年間の累計が 35名であった。
女性社員は 203 名で，上記メーカーと対照的
である。 
A 社の場合，次世代支援法の認定企業にな

るべく男性社員の育児休業者を多数輩出さ
せるという，会社の意図が見え隠れする。し
かし，どの位家庭での育児参加をしたのか，
その期間や内容はともかく毎年200人以上の
育児休業取得者を出していることは注目に
値するといえる。 
(3)育児休業取得期間 
女性社員の平均育児休業取得期間の最長

は，関東地方の金融業 C 社の 24 か月で，最
短は東北地方のメーカーD 社の 6 か月であっ



た。一方，男性社員の平均育児休業取得期間
の最長は，東北地方のメーカーE社の 18 か月
で，最短は中部地方のメーカーF 社の 3 日間
であった。両社とも育児休業取得者が 1人な
ので，正確には平均とは言い難い。育児休業
を取得した男性社員が 10 人以上いる会社の
中では，関東地方のメーカー2社（G社・H社）
が平均 3か月と回答した。また，男性社員の
育児休業取得期間の最長は，関西地方のメー
カーA社と東北地方のメーカーI社の 18か月
で，最短は中部地方のメーカーF 社の 3 日間
であった。 
男性社員が育児休業を多数取得した，関西

地方のメーカーA 社は平均で 13 日，最長で
18 か月だった。また，次に多かった関西の流
通業 B社は，平均で 7.9 日，最長で 2か月だ
った。 
さらに，30 社中 13 社が 2 週間未満と回答

していた。女性社員の場合は 11.9 か月であ
る。 
このことからもわかるように，男性社員の

育児休業取得期間は平均すると2週間未満で，
男性社員の育児参加はまだまだ不十分なも
のと言わざるを得ない。 
(4)育児休業期間中の給与 
育児休業期間中の給与について，30 社中

24 社が雇用保険の給付のみと回答している。
そのような中で関東地方のメーカーG 社では，
雇用保険の給付額に基本給の 3 割を加算し，
九州・沖縄地方のサービス J社では同 4割を
加算，東北地方のサービス K社では 2割を加
算して支給している。また，関西のメーカー
A社は，最初の 10 日間は有給で，以降月 6万
円を支給している。この企業に限らず，短期
間の育児休業を取得しやすいように，14日以
内は有給や 5日間は有給という回答も各 2社
ずつあった。 
(5)休業期間中の代替要員の確保 
複数回答で，最も多かったのは現場対応で

23 社，人事異動で補ったのは 11 社，アルバ
イト・パートを新たに採用したのは 8社であ
った。代替要員の確保については，現場に残
った社員の負担が大きくなっていることが
明らかになった。しかし，短期間のため対応
しないと回答した企業が 2社あり，男性の平
均取得期間が 2週間未満だと考えると，現場
での負担も 2週間程度で済むから，対応をし
なくても，あるいは現場対応で十分仕事がで
きるということだろう。これは，育児休業法
が成立した当初，女性社員が出産で育児休業
取得したときに生じた問題，つまり女性社員
の育児休業期間の長期化と，その性質が違っ
ていると考えられる。 
(6)キャリア形成への影響 
男性社員が「育児休業を取得したことによ

りキャリア形成に影響がでる」と回答した企
業は 1社のみで，その期間は 1か月以上であ
る。男性社員は平均すると育児休業取得期間
が短いから影響がないと考えられているの
だろう。逆に言えば，1 か月以上の長期間の

育児休業を取得すると，キャリアに影響が出
てくるので，前記したように男性の育児休業
取得者の平均取得期間は2週間位という数字
が結果として出てくるのだろう。 
(7)復帰のための工夫 
男性社員が職場にスムーズに復帰するた

めの施策を尋ねたところ，「社内報等を定期
的に郵便やメールで送付」19 社(63%)と最も
多く，次いで「職場復帰面談・相談窓口の設
置」が 11 社(37%)，「職場復帰プログラム（研
修）の実施」が 9社(30%)となっている。 
また，「オンラインで社内の動向を知るこ

とができる」仕組みを導入した企業やそのた
めのパソコンを企業が貸与する企業もあっ
た。「育児休業期間中，毎週 1 回電話連絡を
する」企業もあり，各企業での工夫された対
応が見られた。 
(8)仕事の進め方の変化 
育児休業を取得した男性社員が，職場に復

帰し仕事の進め方変わったかどうか尋ねた
ところ，「変わった」と回答した企業は 18 社
で，60%の企業で育児休業を取得した男性社
員に仕事の進め方での変化があった。複数回
答で変化した内容を聞いてみると，最も多か
ったのは「仕事を効率的に行うようになっ
た」が 19%，次いで「個人のワーク・ライフ・
バランスだけでなく，職場全体のワーク・ラ
イフ・バランスを考えるようになった」が 16%，
「社員もいろいろな背景を持ちながら働い
ていることを意識するようになった」が 14%
である。 
(9)仕事観の変化 
育児休業を取得した男性社員が職場に復

帰した後，仕事観が変わったかどうか尋ねた
ところ，「変わった」と回答した企業は 19 社
で，63%の企業で育児休業を取得した男性社
員に仕事観での変化があった。複数回答で内
容を見てみると，最も多かったのは「女性社
員の育児休業取得者への理解が深まった」が
28%，次いで「同僚や部下子供や家族のこと
で仕事を休むことに理解をするようになっ
た」が 22%，「女性社員の育児短時間勤務者へ
の理解が深まった」が 19%である。 
筆者が過去に行った女性社員への育児休

業に関する調査によれば，男性上司や男性同
僚の育児休業制度や育児短時間勤務制度へ
の理解の少なさが，女性社員の悩みであり不
満でもあった。今回の調査から男性社員も育
児休業を取るといった，女性社員と同じ経験
をしたことにより，女性社員の気持ちを理解
できた男性社員が見られたことは，大きな成
果であろう。 
(10)育児休業でもたらされたもの 
男性社員が育児休業を取得したことによ

ってもたらされたものについて尋ねたとこ
ろ，複数回答であるが，最も多かったのが「仕
事と育児・家事の両立の難しさの気づき」で
44%，次いで「子育ての経験による人間的な
成長」が 40%，「賃金で計れない新しい生き方
を発見した」が 17%であった。その他に「周



囲の同僚・仲間らの支援に対する感謝の気づ
き」が自由回答であった。 
総務省「社会生活基本調査」（平成 23 年）

によれば，共働き世帯の 1日の家事・育児関
連時間は夫の 39 分（うち育児は 12 分）であ
る一方，妻の家事育児関連時間は 4 時間 53
分（うち育児時間は 45 分）と，圧倒的に女
性の負担が大きいことが分かる。育児休業を
取得した男性社員のおよそ半数が「仕事と育
児・家事の両立の難しさ」に気づいたことの
意義は大きいのではないだろうか。 
(11)積極的に取得するための方法 
男性社員が育児休業を積極的に取得する

ためには，どのような方法が良いか複数回答
で尋ねたところ，「配偶者の出産後の有給休
暇取得の奨励」が 46%で最も多く，次いで「産
後8週間は育児休業取得の制約がないことの
周知徹底」が 29%，「配偶者の出産後の『父親
休暇』等特別休暇制度の導入」が 24%であっ
た。 
「配偶者の出産後の有給休暇取得の奨励」

と「配偶者の出産後の『父親休暇』等特別休
暇制度の導入」で合わせて 70％となり，男性
社員は長期の育児休業を取得し，会社の業務
から離脱するのではなく，有給休暇等の短い
期間の範囲内で育児休業を取得することを
人事担当者も望んでいることが分かった。 
自由回答欄の意見を挙げると，雇用保険の

給付水準の引き上げが 5 件，職場の理解が 5
件，男性の育児参加の啓発が 4件，他に，失
効した有給の積立を利用し5日間の育児有給
休暇を取得できるが 1件，社内における取得
事例の共有化が 1件あった。 
雇用保険の給付水準は，調査時点では基本

給 50%であったが，家庭生活を支える男性社
員が育児休業を長期間取得した場合，生活の
維持が困難になる可能性も否定できないこ
とである。前記したように雇用保険の給付額
に上乗せをする企業もあるので，このような
企業が多く出現することが望まれる。ただ，
人事管理の原則に「同一労働同一賃金」があ
るので，育児休業取得者にだけ休業期間中も
フルタイムで働いていた水準の賃金を支払
うということは難しいであろう。 
失効した有給休暇を積立てておき，それを

育児休業に利用できる制度は良い制度だと
思うが，期間が 5 日間は短いと考えられる。
例えば介護休業や短期留学等の社員の自己
啓発にも使えるようにし，期間も 30~60 日間
にすると，育児休業者だけが優遇されない制
度になり，社員の理解も得られやすいのでは
ないかと考えられる。 
取得事例の共有化は前例を知ることによ

り，後に続く男性社員が育児休業を取り易く
するものとして制度化することが重要であ
ろう。 
(12)企業内支援制度の有無 
男性社員が育児休業を積極的に取得する

ための企業内支援制度について自由回答で
尋ねたところ，｢14 日間の有給休業を導入｣

した企業が 2 社，｢育児休業開始 5 営業日は
有給｣とした企業が 1社，「育児関連の休暇・
休業の利用条件は男女同じ」を挙げた企業が
2社，「男性向け情報提供のしおりを送付」し
ている企業が 1 社，「フレックス勤務」を実
施している企業が 1社，おそらく共働き夫婦
を想定してだと思うが「配偶者無収入時の手
当の支給」を挙げている企業が 1 社あった。
また，「現在はないが，休業期間の一部を有
給休暇にするなど経済的な支援の必要性を
感じている」と回答した企業が 1 社あった。 
男性社員が育児休業を取得するかしない

かの判断のおおきなネックは，やはり経済的
支援がどのくらいあるかであろう。 
(13)キャリア中断対策方法 
育児休業中のキャリアを途切れさせない

ための方策として考えていること，実際に行
っていることを尋ねたところ，育児休業を取
得する男性社員はその期間が短いがゆえに，
キャリアに及ぼす影響も比較的軽微なため
か，多くの企業で対策は講じていなかった。
「職場復帰後は復職前と同様の待遇をする」
と記述した企業が 1 社，「復帰前や定期的に
上長との面談を実施している」企業が 2 社，
「上長面談と育児休業復帰支援プログラム
を導入している」企業が 1 社，「自己啓発と
して通信教育を推奨している」企業が 1社あ
った。 
前記したように，男性の育児休業取得者が

少なく，かつ育児休業期間が短い現状である
がゆえに，キャリア中断に対する対策方法は
積極的に考えられていないのかもしれない。 
(14)新たな人事制度 
長期の育児休業を取得した男性社員のみ

ならず，有能な人材を企業に定着させるため
の，人事政策を取っているか，自由回答をし
てもらった。 
①「ダイバーシティを推進し多様な働き方が
可能になる施策を構築することが大切であ
る」と答えた企業が 3社あった。似たような
記述で「実労働時間の短縮，時間外労働の縮
減によるプライベート時間の確保」，「休業の
取りやすい環境」，「フレキシブルな労働時間
に関する制度の整備」があり，合計 6社(20%)
が何らかのかたちで現状の働き方を変えな
いといけないと回答している。 
「ワーク・ライフ・バランスへの取り組み

を充実させる」，「ワーク・ライフ・バラン
スが実現できるような，働きやすい職場づく
り」を挙げている企業もあった。また，「育
児休業の取得のしやすさだけでなく，より働
きやすい職場づくりを目指すことが必要」な
どワーク・ライフ・バランスについて挙げて
いる企業が 5社あった。また，これに関連し
「オランダモデルのマイナス部分を洗い出
し日本型モデルの構築」の必要性を回答した
企業もあった。 
多様な価値観やライフスタイルを持った

社員の多様な働き方を認め，ワーク・ライ
フ・バランスを実現していくことが今後の人



事制度の問題点として浮かび上がってきた。 
②「育休取得における周囲の理解を得るため
の教育」を挙げる企業も 4社あり，女性社員
以上に男性社員の育児休業取得に対する周
囲の理解は得にくいものと思われる。育児休
業のみならず休業を積極的に取得できるよ
うな啓蒙活動を，さらに推進していくことが
人事管理上の課題であろう。 
③「明確なキャリアパスの整備・周知」を挙
げている企業もあった。育児休業をどの位取
得するとキャリアに影響があるか無いか分
からないと，特に男性社員は取得しにくいと
考えられる。これらを明確化することが人事
管理の課題と考えられる。 
④「オランダモデルのマイナス部分を洗い出
し日本型モデルの構築」を挙げている企業も
あった。 オランダモデルは 1＋1＝2 の働き
方を１＋１＝1.5 にするもので，残りの 0.5
を余暇や趣味や地域活動等に使うという考
え方である。女性労働者に限らず男性労働者
もフルタイム労働，大パートタイム労働，ハ
ーフタイム労働の中から，ライフ・サイクル
に応じた働き方を選択できる制度は，今後検
討する価値がある制度であろう。 
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